










具体的な取組分野（提案①）

① 社会保障： 「保健医療2035提言書」（平成27年6月）

『健康長寿をより早く、より手軽に、より易く実現させるためのイノベーション戦略を構築する必要がある。した
がって、疾病の診断や治療のみならず、その予防やリスク管理、リハビリ、介護の各分野、これらを横断する分
野でのイノベーションが求められる。（中略）イノベーションを常時積極的に促進・取り入れる仕組みの構築や産
業基盤への投資を進めるべきである。』

⇒ 現在の取組状況、特に施策を進めるに当たって困難な点は何か。

② 公共調達改革

リスクを回避するため、会社規模や納入実績等を重視する傾向あり。新技術や優れた技術を有していてもベン
チャー企業等の参入は困難。公共調達において、ベンチャー企業の新技術等を積極的に導入していくべき。

⇒ 公共調達の分野に新技術や優れた技術を有するベンチャー企業等が参入するに当たって困難な点は何か。

③ 公共事業

・ i-Constructionの適用範囲の拡大など積極的に進めるべき。
・ 現場実証一体型開発事業等による新たな技術の検証を公共事業で合わせて進める施策は好事例。
同事業の規模の拡大、他府省においても同様の施策を進めるべき。

（８ページ参照）

（９ページ参照）

（１０～１１ページ参照）

 イノベーションを創出していくためには、所謂、研究開発の質の向上のみならず、
社会実装に向けた取組の強化が必要。

⇒ 関係府省の主な事業をイノベーション志向の事業へと変革することを加速。



具体的な取組分野（提案②）

④ 研究開発事業

社会ニーズからのバックキャスト、ステークホルダー・インボルブメント、出口戦略の策定等を進めることはもとよ
り、一歩進んで、社会実装、場合によっては社会への定着までを視野に入れた取組を進めるべき。

⑤ イノベーション人材

人生100年時代を踏まえれば、リカレント教育は人材活用の大きな柱の一つ。
（文部科学省、厚生労働省も認識は一致。）
その一環として、イノベーション人材の供給にも活用すべき。

⑥ 地方自治体への展開

地方自治体における公共サービスのイノベーションを推進。
その一環として、地方自治体の事業のイノベーション化を進められないか。

⑦ 継続的なイノベーション化の取組推進のための枠組み

ＣＳＴＩを中心として、今後、継続的に事業のイノベーション化を進めるための枠組みを構築すべき。

（１２～１３ページ参照）

（１４～１５ページ参照）

（１６～１７ページ参照）




